アメリカ合衆国初期鉄道建設と土地譲渡政策 by 生田,保夫
も「アメリカ合衆国初期鉄道建設と土地譲渡政策』
”A　ROLE　OF　LAND　GRANTS　IN　AID　OF　RAL－
　ROADS　IN　THE　R、A　I　LROAD　I　ZAT　ION　OF　THIE
UNITED　STATES”
商学研究科商学専攻　2年
　　　生　　田　　保　　夫
　　　IKUTA　　Yasuo
経済活動の中で土地利用の問題を考えるとき，第一に産英立地とタ通網の整備という二っの重要な課題
が上げられる。しかも，この両者は相互依存の関係の中にあり不可分性を有するものであると言える。産
芙立地の決定は明らかに交通畢情に左右されるものであるし，逆に交通体系の整備は，それらの交通需要
を充足するという事後策としてばかりでなく，その後の地域経済構造て指向性を与えるという意味で，所
謂，社会的間接投資としての重要性を担っている。かように地域経済つ成長過程に占める交通の意義は極
めて重要なものであると言わねばならない。ngrkでは，この問題につAて，特に十九世紀中頃の合衆国に
teける土地政策の中で鉄道建設援助政策の一貫として行ftわれた土地譲渡問題を中心にして取上げること
にする。
合衆国土地政策史
　合衆国史の中で土地問題は政治・経済さらには社会の発展の基礎として，すでに植民地時代から中心的
な地位を占めてきだものであb，全体として現在までの土地政策史は；　ma把に四っの時期に分けることが
できる。第一期は1830年代前後までの動きで，特に国有地を政策の財源とノて評価していた時朗であ
り，第二期は特に西部地域への人口移動の中で内陸開発が重視されていた時期である。これは，政策的な
特色としては類似しているが．しかし当時の政治的・経済的背景の甲で異った趣を持っていπ土地譲渡政
策とtthomestead”政策という合衆国経済のその後の動きを方向づけた重要な政策の行ltわれだ時代
で．十九世紀の甲後半期の大部分を占めている。第三期は，その二っの政策に三る急激な土地処分政策の
反作用としての土地の保誰・再取得の時代，そして第四期は第三朗の動きがさらに強化され，第二期まで
の政策によって生み出されてきft様々の土地経済構造の再吟味と，それに伴ltう資源保護・土地利用の計
画の方向の甲で現Eva致，ていると言えるlnこの土地政搬の中で今ここで問題に攻るのは第二朗であ
る。この時期に含まれる内陸開発政策の一貫として行ft　hれた鉄道に対する土地譲渡の政策的意義は第一
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期の中心的課題であっft財源対象としての匡哨地という概念とCthomestead”思想との中間的な過渡
的政策として規定し得るところに一つの問題を妊んでいπと言える。元来この櫨の譲渡は，すでに軍人報
償（bounties　of　soIdier），教育設備援助．その他内陸開発援助等の形で一般化されていだ
のであっだが、それは常に国家財政政策の補助的な立場で行なわれてきkものであっだ。まさに国家財政
歳出の軽減化と土地譲渡による入植開発と，それによる地域経済向上を通じての土地価格の上昇というこ
と，そして，それは言い換えれば国家財源としての国有地に対する市場価値を間接的に高めるという，こ
の一連の循環過程こそは．A・ハミルトンがctplan　for　the　Distribution　of　the
Public　Lands”（2）の中で描いだ構想であっだ。このようなハミルトン流の政策に端を発した合衆
国の土地政策は，その中心となっだ二つの課題のうち，その後しだいに内陸開発政策に重点を移行させて
いくことになるのである。実は，この時期この問題が重要視されるに致るのは東部の経済構造の変化．特
にヨーロッパの産業革命O余波が東部の沿岸地域の経済を工茱化の荒波の中に押入れだことにより，地域
経済から地域間経済へと脱皮することが合衆国経済の独立化に不可欠のものとなってLt＞　7Zという背景があ
P　11からである。しだがって内陸開発の問題は国内経済の自立的発展にとっての溢路の打開としての限界
的現象であっftと言ってさしつかえない。工薬化ということは，摩史的に見るとき．それ自体は経済成長
の不可欠の過程ではあるけれども，それは他方において地域間分業の中に包括される概念であb，しftが
って，それは国内外のいずれかに原料供給と市場とを求めなければ＃らない性格を持っている。合衆国は
工薬化というtこの産業構造の転換を国内で達成しようとする努力の中に．この時代を過してきkとも言
えるのである。かかる内陸開発の推進と国民経済の形成という二つの背景の中に土地政策を考える時、鉄
道事業に対する土地譲渡政策の意味が特異な存在として認識せられよう。
内陸開発とその動向
　tでに述べたようπ，内陸開発の問題は，一方では英米戦争を，他方では東部の経済構造の変移とこの
二つを契機として急速に現実化してきたのであるが，これに対する連邦政府の政策立案としては，それ以
前の前述のハミルトンの土地処理政策の中に見出されるような西部開拓の必要性の強調と．さらにはギャ
ラテ，ン幸賠響3）の中で一∫醐骸ものにされていきtこの時期の内陸開発への前宵を形造。ていく．特
に後者は当時の国内の全般的交通箏情を背景にして，その後の国内主要交通網整備計画を明らかにしてい
るものであり，内陸開発史上最初の総合的なものとして歴史上極めて意義の深いものであると言える。報
告書に述べられている交通の整備に基づく経済的・社会的・政治的・さらには軍事的効果の主張は合衆国
の交通網拡充に対する一般的要素としてその後の交通政策の方向を基本的に決定しπものと言ってよく，
殊に財源確保の一手段として国有地の売却による収入を充てることを提案している点は。その後の開発方
式を形造っkものであると言える。このように，広報告書の中で示されている諸箏項は内陸開発上の基本
的k性格を明らかにするという点で普遍的な価値を有するものであるが．他方．政策上の祝点が国家規模
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での水準に置かれていたことが、その内容全体に歴史性を与える結果に終っていたことも否定できぬ事実
ある。交通網の整備による国内の開発は，国家全体として一義的に要請せられだ課題ではあっだが，各開
発事菜それ自体は各州の利害に関与する地方的な存在であb，そのことが本報告とは違っだ過程の中で開
発史を綴らせていく原因となっていだのである。事実，内陸開発史上，連邦政府が直接に事業に携さわる
例は極く部分的なものに限られ、大旨，その主役は州に委ねられ，各州の地方的な利害の上に推進せられ
ていく過程を取っ．ている。この連邦政府と州政府との係争は合衆国憲法上の論題として、後に1830年
代以後の鉄道化に伴なう州際経済形成の過程で常に議会での争点となっていき，鉄道への土地譲渡政策の
実現も，この問題の解決が重要な要件となっていだのである。このような事情の中で合衆国の内陸開発事
業は地方分権の中に吸収せられていき，鉄道の出現によって開発事菜が民間事業主体となる過渡期の段階
で州政府vaよる公営縣として．勲賄との混合躾として腿らには政府の翻による補助験とし
て州政府中心の形で推進せられるという特異な時期を生み出すのである。この点は鉄道先進国である英国
の場合とは著しく相違するところであった。少なくとも英国型，言い換えれば私的事業として成立するft
めの条件としての開発事業の収益性，すなわち交通需要の十分な存在が保証し得る状態にあったとは・当
時の合衆国の経済事情は物語っていなかっだのであり。その一般的性格の中セ．それは当然の帰結であっ
ftと言える。このような経済的背景の中で開発事業は公共投資が先行することになり、勢い政治的セクシ
ョナリズムの中に包括される結果と左る。1820年代から1850年代を中心とする運河建設の時代に
は，それが特に強く作用していた。しftがって，開発畢芙が政府による公共政策として直接に行なわれて
いた時代から．それが民間事業に委ねられるようになっだ時期についての動きは、開発事業の中で鉄道事
菜との関係上重要な問題であると言える。さらに土地譲渡政策の問題との関係では、州財政の困窮と連邦
政府援助への機運の増大という時期に一致する意味で一つの政治的側面を物語っている。この点について
は，従来いくつかの議論が加えられてきftところであるが，　H・C・アダムズは1842年から1846
年の間に，この急激な転換すなわちctrevulsion　of　sentiment”が生じていだと述べている
lS）しかし，このような動きは，かように短い期間のうちに急速に生じftというべきものではltく、その
時期になって．ようやく私的事芙としての性格を具備し始めていたというべきであって，各州め開発政策
に対する基本的姿勢が民間に委ねられるという方向に転換していくのは．それよりも遙かに長期的な勤き
の中で漸進していっだものにほかならない。もちろん，これらの政策の転換の理由として第一に上げられ
る問題は各州政府の財政上の負担難からのものであっftことは言うまでもなく、1820年前後からの州
政府の基幹事業としての開発事芙は，いずれの州の財政をも危機に陥入れる結果になb．1850年代の
後半から1840年代にかけて，各州議会での中心的論議となっていたのである。それにもかかわらず・
必ずしも政府による開発事菜に対する決定的な反論が提出されていπという例はほとんど見出し得ないし．
むしろ。それらの事菜に対する新しい財政金融手段をいかに構ずるかという点に議論が集中していだので
ある。実は，この政策転換と見られるこの時期の各州の動きは、ある意味では内陸開発の技術的変化の中
で独立に生み出されてきたものであるというぺき性格のものでもある。すなわち1850年代までの内陸
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開発事茱は運河の建設を中心にしftものであって．これは所謂ttpublicway”の観念の下に行なわ
れた本賃的に公共的lt事業であっft。それに対し鉄道は初期の時代には．そのような“public　way”
としての概念の中に理解されてはいだものの，その技術的在格から個別経済体として独立しft私的経営能
力を有する交通機関として理解せられるようになってtsり，そのことが根本的に開発政策を変化させる原
因になっていrtと見られるのである。確かに．　ttpennsylvania　State　System”の中に見ら
れるような世界最初の公有鉄道の建設，鉛よび他の各州でも州有鉄道の建設声行lt　t？れだことは事実であ
る。しかしながら，これらは，この異なる二つの開発手段の間に横わる過渡的な政策現象であったと言わ
なければならない。事実，それらの州有鉄道も．その後の州財政の困窮から民間に払下げられる結果に終
っている。しかも．これら公営開発5業」半官半民の混合型開発事業は．いずれも．それは道路・運河を
主体としft開発政策の中で生み出されだ経営組織であったのであb，基本的には・あのギャラテtン報告
の中に示されていた思想に根ざしだものであっfcと言える。すでに運河を中心とする開発方式の時代は1
840年代の後半期には，ほぼ終了して於り．新しく鉄道開発政策への必要が生じてきていだことは政府
の直接的な事業として行なわれなければならない前者の場合とは異って，補助・保護政策を中心とする援
助政策に移行することが可能となり，間接的左政策に転向させる傾向を生み出しftと言える。このことは
表面的には開発事茱の民間化政策を助長するものとして理解せられないこともftいが・他方・鉄道事業の
発端は民間の私的な営利事業として始められだものであって，必ずしも政府の志向する開発政策に寄与す
ることを目的としkものではなかっftという点にも注意する必要がある。初期の鉄道が決して開拓線上に
建設されていたのではないということ，しかも，それはすでに運河と道路網によって一応交通網が完成さ
れていだ東部一帯に敷設されftこと，このことは初期の鉄道は運河を中心とする交通路によって形成され
た市場経済の交通需要を背景としだ代替交通機関としての性格の強かっπことを意味している。それらは
．二＝＿ヨーク．ボルチモア・フ｛ラデルフィアといっだ東部の中心都市間の経済競争の中で生み出され
てきだ限界交通手段であっ　ft。このような経済背景の下に生まれft鉄道事業と，各州政府の意図していた
・開発事業とは．H．J．クランマ⑥が区分しバexpl・it・ti・・”験とtt　d・v・1・pm・nt・1”
事菜に該当する性格上異ったものであると言えるのである。内陸開発政策が鉄道の進出によ，て一時的に
交通政策体系に二重構造を形成していだ時期がとbもlt　bさず1840年代前半の動きであっπと結論し
得よう。しftがって，アダムズの言うttrevulsion　of　sentiment”の時期が存在するとすれ
ば．それはこの二重構造の一元化の行なわれる時期に見出される政策転換現象であるということができる。
しかしながら，この一元化は他面に澄いて従来Q州政府主体の開発事菜から，他の管理主体の介入を許す
という麗を踏む。腕わち、その第＿は賄イヒであり涕二には地方自治体への移都）そし鵬三雌
邦政府との関係の強化である。この動きは，直接的には州政府の財政難に原因するものではあったが・他
方において．この時期までに州単位による公共事茱として行なわれねばならない事菜の範囲は・ほぼ達成
されだか，ま允は管理上不十分なものになってL・i　ftということにもよる。しftがって・前者の場合・開発
事葉は，より地方的な経済的利害に関連するものが残されるという結果になり．後者の場合には，より大
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規ec　ft州際経済にかかわる事菜が必要となってきていftのである。このようなtt　antistate”の過程
は時代のtt　1aissez　faire”的な社会感情と結合するなかで，よb一層に民間化の方向が強められ
ていくことになっだと言えよう。
　この一連の開発政策の変遷過程．すなわち，ギャラテtン報告時代の国家的規瞑での総合開発思想の時
代から・州権の独立という地方分権的背景の下に具体化されていく州規嘆での独立しft開発政策時代，そ
してこの時期を通じて州の財政難が深刻なものとなっていき，それが契機となb．まk時代の自由主義思
想の背景と結びついてしだいに州政府による開発事莱は地方目治体と民間活動の中に吸収されていくとい
う時期・こうした中で、それまで州内開発が中心であっftものが，州際いわば地域間開発がより重要視さ
れ始め・再ひ国家的な規模での総合的開発思想が浮び上ってきだのである。しかし，この時期になるとギ
ャラテtン時代に見られ；，Z連邦政府が直接事菜にだずさわるという形ではなく，すでに，その時期までに
経営的基礎を確立していft民間事業との結合の中で再燃するところに根Ut的な相違が見出される。まさに．
このような時期に鉄道に対する土地譲渡の問題は急速に現実的問題となっていっだのである。
鉄道事業に対する連邦土地譲渡政策
　鉄道に対する土地の譲渡（land　grants）の概念に類似しfcものは，すでにそれ以前の一連の開発
事芙の中で1802年のオハイオ州の道路建設の援助Z）kめに行なわれkもの（United　States
Statutes　at　Larg　e．皿．175）を始めとして，その後ギャラティン報告の中でも提唱され私的
にも公的にも一般的になっていkものであるが，しかし．鉄道に対する国有地の譲渡は，それらの鉄道が
一般に民間の私的事業に委ねられていだということからも，まπ，その他それまでの土地政策の中で採ら
れてきft国有地に対する一般的認識との対立からも多くの議論がftされるまでにはかなbの年月を費して
いだのである。ところで．このような段階に致るまでに内陸開発政策の中で一股化されてきた土地譲渡に
よる連邦の援助政策は明らかに二つの基’A［的理念に立脚していだものであった。すなわち，それが国家財
源の基礎としての国有地の市場価値の上昇という所謂，財源思想と．国家経済の自立化のだめの国民経済
力の確立という二つの要素であることはすでに述べftとうりである。この理念の下に実施さin　fc国有地の
譲渡は・その特異溢形態を生み出し最終的に鉄道に対して行なわれだ土地譲渡にまで継続されるという形
をとっている。特に前者の理念に属するものとして最も特徴的なものは，所謂．交互区画（alterna－
te　Section）譲渡方式であb．これは運河や鉄道の建設に伴う未譲渡交互区画分の随伴的な土地価
格の上昇を期待しftものであっk。このよう左政策措置が構じられていだところに土地譲渡思想は，後の
所謂tthomestead”思想とは著しぐ相違しk政治的性格を有していftのである。ところで内陸開発の
援助方法として行ftわれftものは必ずしも土地譲渡という形ばかbではなく．その他の方法として開発資
金の援助ということも、特に1830年代の初期頃まではかなり一般に行なわれていπ。例えぱ，182
0年のChesapeake　and　Delaware運河に対する工事資金の補助．まだ1828年のChesa－
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peake　and　Ohio運河の場合等，数十万ドルから．それ以上の額が補助資金として供与されている
し（8）その他　1803年にオハイオ州に対して行．ft土地売却収入の5パ＿セントの開発用資金補助に始
って，1811年から1820年にかけて西部のほとんどと州に対し3友いし5パーセントの補助金政策
が実施されているのである99）　もっとも，これらの補助金政策も国有地の処理を基礎にしft土地政策の＿
貫であっftわけで，その意味では純粋な形で土地譲渡方式と区分はできないかも知れない。しかしltがら，
他方に於いて少ltくとも直接に土地を譲渡する場合に含まれている交互区画制に代表されている理念とは
多少の差異が存在していることに注意しなけれぱならない。しかし、この補助金政策は1817年5月3
日のマデtスン大統領の開発資金補助に対する拒否権の発動に始って，1822年5月4日のモンロー大
統領のCumberland道路補修援助法案に対するもの．そして1830年5月31日のジャクスン大統
領によるMaysvil1　e．Washington．Paris，　and　Lexington　Turnpike　Road
Companyの株式引受法案に対する拒否権の発動とlt　b　90）特に最後のジャクスン大統領による開発事
業に対する援助の拒否権発動は，その後の援助政策を一変させる結果になり，ここに土地譲渡方式が連邦
による最も重要な援助政策手段として確立されることになっだのである。このようft経緯の中に開発援助
政策手段として独立しだ土地譲渡方式は1850年代に入って鉄道に開発手段が代替されていく過程で現
実化し，1833年に最初の法案が議会を通過するに致っftのである。これは，すでに1828年
IlIinois　and　Michigan　Cana1に対して譲渡されftものを鉄道建設用に転用することを許可
したものであり、実際には利用されずに終っているが、鉄道に対する土地譲渡の最初のものとして意義づ
けられる。しかし，これ以後の動きは、いくつかの法案が議会に提出されπにもかかわらず．ついに18
50年にイリノイ・セントラルに対しての譲渡法案が通過するまで全く行なわれずに終っていることは極
めて注目に値する事実である。ftだ，この間。国有地内の通行権（Right　of　Way）の認可は頻繁に
行なわれてts　b、ある意味では，この裡の立法措置によって，譲渡政策への要請はこの間，緩められてい
ftということができるかも知れない。なぜならば、譲渡政策の中の一っの大きlt目的が国有地市場価格の
増大という点に置かれていπわけであっだから，その点に関する限り通行権認可の方式は十分にその用を
果し得るであろうと考えられていfcと思われるからである。しかし，議会での論争は、そのこととは別に
マディスン大統領の拒否権発動以来の内陸開発事菜に対する州権侵犯に関する違憲論争，今一つは私的な
営利事業である鉄道に対し連邦が補助を与えることの是非，あるいはまk．それに各州間の個別的な利害
とが結合していき，この関係は1850年以後に土地譲渡が具体化し始めてからも，譲渡方式それ自体に
変化を生じさせる原因となっていだ。このように鉄道に対する土地譲渡の経緯は．地方的ft利害が著しく
先行し，だめに，1850年に致るまで具体的ft形にならずに終っていたのである。いずれにしても，1
850年に行なわれだイリノイ・セントラル鉄道に対する譲渡実施に致る過程は，その後の鉄道に対する
土地譲渡政策の縮図として見ることができる。このイリノイ・セントラル鉄道に対する土地譲渡論争は，
1844年に同州のGreatWestern　Railway｛（対して，その路線に沿っk土地の先買権の付与
を目的としk上院議員プリーズの主張が発端となって，そカがダグラス議員による1848年の土地譲渡
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法案の提出によって具体的な論議のP！i心になっていっftものである。この法案に対する連邦議会での論争
の中心は極めて地域的h利害に左右されだものであり，しかも，それが違憲性を持つものとして強い反対
が提出されるという事態にあっk。’この点に関する限り，当時の一般的な法解釈の中では，合衆国憲法第
四条第三節第二項に定められ1領土処理に関する規定と，それに関連する各州の利害との調整は，必ずし
も明瞭な形では理解されていなかったのでは看いかと思われる。少なくとも，この中に示されるtt……
disposed　of－・…”という文言の対象が特定の一州1限られる場合に．特に議論が紛糾していたこと
は，その証左であると言える。このような議論の過程で，鉄道に対する譲渡法案が議会を通過するkめに
は．法案に州際性の具備していることが基本的条件となり，イリンィ・セントラル鉄道の場合も，その点
が」一応解決されたことによって始めて実現の兆が見えてきftのである。ところで，今一っ，この頃になっ
て，ようやくこの問題が真剣に議論され始めるようになっだ背景として，すでに述べftように，’この時期
までに開発事業の性格が大きく変ってきてIA　fcということが考慮されなければならfzい。この時期が所謂
tt窒?魔浮撃唐奄盾氏hの時期に相当して，Aることは，それが主にそれまでの開発事業による州財政の逼迫が
原因であっkことを考え合わせると，開発箏業に対する負担を連邦政府に求める方向に向かうことは，そ
れに関連する州としては連帯的な意識を感じるようになっていftということも当然考えられるのである。
そして，このことが個別州に齢ける矛il害関係から複数州の．問題に発展させ，前述の諸問題を緩和させる結
果になったとも言えよう。しかし，他方にtslaて，このことは西部・東部といっk，規模での対立を顕在化
させることva．kる．二；．．．一ジ．一・ジ＿州のデイトン議員aD，rc　xる、譲数よ，て不公SF－k，　kる他の州廟
しては，国有地売却によって得られだ収益から配分供与すべきであるという意見は，東部州の共通しだ意
見であっだのである。この東西関係に対しては，この時朗の工業化促進策の中で東部が常に主張し続けて
いた保護関税策が結果的に政治的な両者の対立関係を均衡化させる役目を持つことになっだのは注意され
左ければkらないことである。
　このような，特に地域的な利害の対立論争を経て，憲法案は1850年9月20日付をもって上下両院
を通過するに致る。因みに上院議会ならαに下院議会に器ける本法案に対する賛否の割合はgそれぞれ2
6畑4，1。1対75であ，だ9賑法隔。A，t　g。。nti。g　th。　Ri，ht。fW。y，。nd
making　a　Grant　of　Land　to　the　State　of　IninoisづMisSissippi　and
Alabama．　inAid　of　the　Constructio・II’gf　a　Railroad　from　Chicago
to　Mobile”（United　States　Statutes　aレLarge。班．466．）は、全体が七節から
構成されてas・　b，その内容は概略次のようなものである。すなわち，第一には、　m鉄道の沿線両側100
フィートの国有地内の通行権，ltらひに．それらの土地から鉄道に必要となる建設資材の取得を認め，第
二には，沿線両側6マイル幅にて交互区画地を州に与えるものとしている。これは連邦政府が特定地域の
個別の事業に対して直接に援助を与えるということの性格を緩和させるだめの間接的借置である。交互区
画地制は．すでに運河時代にその先史を見ることができπことは先きに触れ」’cところである。第三には，
当該所用地が，すでに何らかの目的のftめに利用まだは処理されていだ場合には，さらにそれから15マ
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イル幅以内に澄ける国有地を補償地（indemnity　land）として進用するものとすること。第四に
は，路線はその各ターミナルから同時に進めて通路の進捗に従って当該用地の使用をなすべきこと。第五
には，交互区画地中，連邦に残余せられftる部分については，その売却価格は各工一カーあft　b国有地売
却公定最低価格（1．25ドル）（United　States　Statutes　at　Lar　ge．1匡566）の二倍．
すなわち2．　50ドル以上で競売に付されltければ左らない（double　minimum方式）と規定し．第
六には，路線は連邦政府の利用に対しては公道（public　highway）ftることを要し，無料輸送の
義務を負う。な澄．郵便物については議会の指示する運賃にて輸送するものとする。そして第七には、m
法の有効朗限として当該路線が十年以内に完成せざる場合には，当該用地は連邦政府に返還する義務を負
い，また．すでに売却しだものについては所用地から得ftる総収益を連邦政府に支払うべきものとすると
定めている。これらの法律内容はm法によって初めて採用されftというものではなく，いずれも，すでに
運河に対して行kわれた土地譲渡政策に形造られfcものである。土地の実際の譲渡にあftっては，当該地
区の土地事務所（land　office）がその土地を地図に記録して，譲渡用地にあたる地域については，
その譲渡が行ltわれるまでは売却あるいは登記を取下げるということにしてあっだ。しftがって，初期の
段階では6マイル以内の土地全部が用地として充てられていだことに左り，さらに補償地域も同様な取扱
いに左るわけで、完全左実施が終了するまで補償地を含む全幅内の土地は留保してtsく必要があるという
ことになっていだ。この点は後になって入植者と鉄道会社との間の争いを生むことC（fzる。・いずれにして
も，このようft形で鉄道に対して土地譲渡が行左われることに左っだ結果，その後，各州から同様の趣旨
の法案が次々に提出されることになる。しかし．その後数年間の間には，1852年のミズリー州に対す
るもの．1853年のアーカンソー州およびミズリー州の二州に対して行なわれftものを除けば．185
6年までは初期微動的な様柏を示していだにすぎない。しかし，1856年から1857年になると多数
の法案が議会を通過することになる。明らかに特定の州の利益享受に対する感情がこめ結果を生み出して
いftと言えようし，まlc，この時期鉄道建設は第二次成長期¢）頂点にあだっていることも鉄道建設に対す
る認識の一般化と共にあずかって力trc　ltっていたと考えられる。その後は1857年の恐慌をはさむ中で，
結局、南北戦争以前の時期にっいては一つの成立も見ずに終っている。この動きは，明らかに1858年
以後．低下傾向に向っている鉄道建設サイクルの動向に関連しだものであっftと言える。このような推移
の中に，鉄道に対する連邦政府による土地譲渡政策はイリノイ・セントラル鉄道に対して行なわれた方式
をモデルとして．その前半を終ることに左るのである。この第一期の実施に引き続く第二期における鉄道
土地譲渡政策は1860隼代全体と1870年代の初頭にかけて，特にパシフィック鉄道建設に対するも
のを中心として行なわれている。このパシフィック鉄道に対するものは，rg－一一期方式が州に対して譲渡を
行なうという間接的方法によっていたのに対して，鉄道会社に対し直接に譲渡するという点で第二期を形
造る意味を持っている。これは第一期方式の成立過程の中で最も問題に左っていだ特定地域の私的事業に
対してという論点が，この「特定」という点に関する限リパシフ伊ク鉄道の場合には，ほとんど問題が
ftくftっていkということによるものであろう。さらに、この時期の特徴としては・パシフィック方式の
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中ではもちろんのこと，この時期にも続けられている州に対する譲渡方式の中でも共に，その譲渡幅が拡
大されだということである。第一期の場合，6マイルから10マイルというのが一般的であっπが，この
時期になると10マイルから40マイルとft　b，特にその後半期には20マイルから40マイルが常識と
なっている。このように，土地譲渡政策は二つの時期に分かれる性格上の違いを示してはいるが，しかし、
1850年から1871年にかけて行なわれftこれらの諸事例は運河時代に培われてきだ理念と同一基盤
の上に置かれていftものであることは変わりない。こうして、この20余年の間に，　T・ドナルドスンに
よれば、実e（．1．55、5・4，9。4エーカーの国有地が鉄道建設用灘地として充てられだのである9⇒この鉄
道に対して譲渡されft土地の利用ltらびに，それに基づく援助の経済的評価については過去多数の議論が
於れてきてはいるが．それぞれの評価vaは著し嵯が見られ一致した購を見る鰍。て嫉謝
　最後に9鉄道土地譲渡論争の過程でいま一つ触れられなけれげならないことは，この頃急速に問題化し
てきてVtsft　t，　homestead”論争との関係である。　tt　homestead”思想の流れは，ハミルトンの土
地政策論の中で取上げられていだ西部地域の開拓促進策をその源流とするものであり，国有地売却政策の
歴史は．常にこの方向に志向していだのである。1800年法（United　States　Statutes
at　Large．皿．7　5．）の1エーカーあだり2ドル，最低売却面ff－一件あft　b520エーカー，1820
年法（ibi　d．皿566．）による1．25ドルs　160エーカーまkは80エーカー方式，1841年法
（ibid，X453．）の先買方式の採用とその他一連の土地売却制度の修正はいずれも入植者（bona－
fide　settlers）に対する有利な処理条件を強化してきftものであっだ。これは，国有地売却実施
の初期の段階から、常にそれが投機の対象として東部の資本家による不在地主化を生んできkことに対す
る措置であっftのである。実際のところ．これらの土地への入植事情は常に不十分なものであって，しか
も入植者と不法占有者と．の問の抗争が絶えず．さらには依然として続く投機的購入の弊害は西部Q開拓上
ゆゆしき問題となっていだ。1841年法による先買権の確立は，この前者の問題に対抗するものであっ
たし，初期の時代からの土地価格tsよひ買却単位規模の変化は主に後者の問題に対する措置として採用さ
れてきkものであっπ。このようガ璽homestead”思想の進展する中で，鉄道に対する土地譲渡との
関係は，実は，これがハミルトンの案の中に見ら）．leもう一つの理念すなわち財源としての国有地処理政
策の系譜に属するものであるが故に，両者は対立する概念として把らえられるように友っていったという
ことである。ハミルトンが1790年の段階で，合理的に結合され得るものであると考えられていk、こ
の二つの概念は半世紀の後には明確に対立するものとなっていkことは皮肉ltことであると言わねぱなら
な嬬ところで，その対立点はどこにあるかと言えぱ，言うまでもなく．それは「地価の上昇」という点
に集甲される。開発事菜に対して行ltわれだ土地譲渡のgeJZN的lt理念は，国有地の随伴的上昇を他方に於
いて目指していたことは再三にわだって述べてきkところであるし．まだ，それが交互区画制という特異
な譲渡方式によ，て代表されていπことも触れてきf、1ところであるが，これは国有地を入植者に対して出・
来る限り有利な条件で，言い換えれば価格に関する限り．でき得る限り低廉な価格で手に入れることがで
きるようにすべきであるというtthomestead”思想とは全く逆の理論的背景を持っていftことにカる。
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しかしながら、18aO年代の西部地域の経済は．この対立し始めていだ二つの思想を二者択一し得るだ
けの条件を未だ十分に確立してはいなかっだこと，言い換えれば，入植による地域経済の基礎的的条件の
成立と，同時にそこから得られる生産物を東部を中心とする市場に有利に輸送し得る交通機関を必要とし
ていπのである。1820年代の後半から1850年代全般にかけての東西間の道路・運河・河川による
交通網の整備は，一応河川のみを中心とする東部との間接的経済関係から直接取引関係へと脱皮すること
に成功してはいfcものの，この地域闇経済の成長は鉄道によるよb高度な交通体系を必要としていπので
ある。しπがって，西部地域では土地価格に基づく論争とは別に．この面で両者の結合点を見出していた
と言える。事実、譲渡さカだ土地に対する鉄道会社の経営方針も入植者を誘致する政策の中で進められて
いくのであb，まk非譲渡交互区画地の価格もほとんど問題にftらない程度の上昇を見だに過ないという
結果に終っていだ。その意味では，鉄道に対する土地譲渡は，入植促進，地域経済の成長，国有地の購買
力の促進という全ての要素を含む有機的な政策であるということができ，土地の私有が持ftらす一般的な・
弊害を除けば，この時期の西部経済の事情の中では極めて有効な方法であっだと言える。このよう左背景
の中で，ttland　grant”思想とtthomestead”思想とは独立しだ形で，大旨．前者に対しては批
判的に．後者に対しては好意的な感情の中に1850年代から”60犀代以後にかけて莫大な国有地の私
有化が進められていっだのである。
　以上．合衆国の初期鉄道建設時代に於ける連邦政府の土地譲渡による援助政策を，主に内陸開発政策に
視点を置き議論を進めてきだが，それは連邦の財源思想とtthomestead”思想の二っの潮流の中で生
み出された特異な政策として位置づけられ，特に，それ以前の運河時代の土地譲渡の場合とは異って民間
事芙に対するものであっkことは，tt　homestead”思想とはその理論的攻背景を異にしてはいだもの
の土地の私有化という点では共通する性格を持っていたと言える。連邦政府の財源として国有地売却によ
る歳入asは184・輸後を境にして急速にその棚的重難を低下させてh，，のであLこの点を考慮
すると，鉄道に対する土地譲渡が交互区画地制に代表される財源思想に基づくものと規定されるとしても．
まk一面，私有化政策という独立しft土地政策概念の中で議論されることが必要であるとも言えよう。
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